
 
令和７年度 市民生活部組織目標 

 

組織名 市民生活部 部長 斉藤 淑子 

組織の目的・ 

方向性 

人権や多様性を尊重し、互いに支え合うとともに、市民力や地域力を

活かしながら誰もが役割をもって活躍できる共生社会の実現を目指し

ます。 

また、世代を問わず誰もが安心して暮らせる安全な地域社会の実現を

目指します。 

（参考） 

関連する総合

計画における

政策指標※ 

・地域活動に参加した経験のある市民の割合 

・地域団体、民間事業者、学校など多様な主体との協働数 

・自分や周りの人権を意識しながら生活している市民の割合 

・市民の声をしっかり聴く体制が整っていると思う市民の割合 

・社会全体における男女の地位が平等であると思う市民の割合 

・交通事故死者数・重傷者数／日頃から消費生活においてトラブル回避 

を心掛けている市民の割合 

※政策指標…目指す都市像の実現や、総合指標の目標達成を図るうえで、各分
野において特に重視する指標。各分野の政策指標は市役所全体で
共有し、組織横断で目標達成に向けて取り組みます。 

市民生活部組織目標 

市民生活部では、新潟市総合計画 2030 及び各個別計画に基づきながら社会動向

を注視し、今年度は、次の５つの目標に重点的に取り組みます。 

 

重点目標 

１ 区自治協議会、地域コミュニティ協議会などとのさらなる協働を推進しま

す。 

２ 多様な主体との連携・協働によるまちづくりを進めます。 

３ お互いを尊重しあう人権意識の啓発に努めます。また、多世代からの多様

な声を市政に反映できるよう、広聴機能の拡充を図ります。 

４ 働く場における男女共同参画やワーク・ライフ・バランスを推進します。 

また、政策・方針決定の場への女性の参画を促進します。 

５ 交通安全及び消費生活の安定と向上に努めます。 

※重点目標における指標や取組状況は、各課組織目標をご覧ください。 
 

評価 

取
組
結
果 

重点目標の達成状況 目標数 ５ 達成数 ４ 

１．区自治協議会、地域コミュニティ協議会などとの協働の推進 

区自治協議会については、地域課題の解決に向けた様々な取り組みの共

有を図るため、全体委員研修を開催しました。研修会では、５つのテーマ

を設け、テーマごとに特色のある区の取り組み事例の発表と意見交換など

を行い、委員の横のつながりを深めました。 

コミュニティ協議会については、課題解決力の向上と新たな担い手の確

保に取り組む事業を実施し、持続可能な組織運営を支援しました。 

 



 
２．多様な主体との連携・協働によるまちづくり 

 多様な主体からの提案を募集するまちづくりパートナーシップ事業を実

施し、新たに７事業が採択されました。そのうち市民生活部が募集した地

域団体のデジタル化を支援する事業については、提案者とともに官民協働

で実施し、地域課題の解決に取り組みました。 

 

３．人権意識の啓発、多世代の多様な声を反映させる広聴機能の拡充 

小学４年生を対象とした人権イラスト展では、多くの学校から参加いた

だき、人権意識の啓発に一定の成果がありました。また、「子ども・若者世

代」からの意見聴取の機会を拡充させる取り組みとして、今年度も「市長

と市内高校生との意見交換会」を開催し、新潟市の人口減少に関わる転出

超過対策のアイデアについて市長と意見交換しました。 

 

４ 働く場における男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進およ

び政策・方針決定の場への女性の参画促進 

 職場や家庭での性別による固定的な役割分担意識を解消し、ワーク・ラ
イフ・バランスの推進を図るため、育児休業を取得した男性および事業主
に奨励金を支給したほか、企業等の経営者・管理職向けセミナーを開催し
ました。 
 附属機関等における女性委員の登用促進に向けて、事前協議書の提出を
徹底し、計画に沿った女性委員の登用を庁内に呼びかけました。 

 

５．交通安全及び消費生活の安定と向上 

 運転を続けたい高齢者が、長く安全に運転できるように、体験型の交通
安全教室を開催し、高齢運転者の交通安全意識の向上に取り組みました。 
 消費生活の安定・向上に向けて、啓発講座の開催や注意喚起資料の配布・
配信を行うなど、健全な消費生活を営むために必要な知識を修得する機会
および情報を提供するとともに、高齢者等の消費者被害の未然防止、早期
発見および拡大防止を図るため、関係機関との連携強化と課題等の情報を
共有しました。 

 

今
後
の
方
向
性 

「協働の要」である区自治協議会や地域コミュニティ協議会をはじめ、Ｎ

ＰＯなど多様な市民自治の担い手と、良好なパートナーシップを形成し、

引き続き協働を推進します。 

人権イラスト展や、区役所、公民館での人権講座等を引き続き開催し、

人権意識の啓発を推進するほか、「市長と学生との意見交換会」を実施する

とともに、学生向けの広報を強化していきます。また、デジタル技術を活

用した市民意見の分析手法について、研究を進めていきます。 
男性の育休取得率の増加による男性の家事・育児への参画促進や、仕事

と家庭が両立できる職場環境づくりに取り組みます。また附属機関の女性
委員の登用について、引き続き庁内への働きかけを行います。 
「第 12 次新潟市交通安全計画」及び「消費生活推進計画・消費者教育推進
計画（三次改定）」の施策に基づいた取り組みを着実に進め、市民の安心・
安全の確保に努めます。 
 

 


